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下水道事業受益者負担金の
前納報奨金について



下水道事業受益者負担金制度とは

下水道施設は、道路や公園のように一般の施設と違って、
利用できる人が限られています。
そこで、公共下水道が整備された区域内の土地の所有者
や権利者の方々に、下水道の整備にかかる費用の一部を
下水道事業受益者負担金（以下負担金という。）としていた
だくことで負担の公平を図り、その財源によって下水道の整
備を促進しようとする制度です。

根拠法令
・都市計画法第７５条
・岐阜都市計画下水道事業受益者負担に関する条例
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負担金の対象となる土地は

負担金は、公共下水道が整備された区域内のすべての
土地が対象となります。たとえ、空き地や駐車場等建物が
建っていない土地であっても、また下水道利用の有無にか
かわらず、土地の面積に応じて一度限りの負担をしていた
だきます。
※ 市街化調整区域が賦課対象区域内である場合は上記の条件と一部異なります。
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負担金の納付について

３

負担金の納付については５年分割での納付となります。

ただし対象者が希望した場合は一括で支払うことも可能
です。
５年分割での納付方法は「１年に１回、合計５回の分納」

と「１年に４回、合計２０回の分納」の２つの方法があります。

根拠法令
岐阜都市計画下水道事業受益者負担に関する条例第８条第４項

負担金は、５年に分割して徴収するものとする。ただし、受益者が
一括納付の申出をしたときはこの限りでない。



負担金の額

４

負担金は土地の面積に応じて以下の計算方法で算出。

負担金額 ＝ １㎡当たりの単価負担金額 × 土地の面積（㎡）

負担区 単価

第１負担区（中部、北部及び南部処理区） ５０円／㎡

第２負担区（東部第１、第２、芥見及び日置江処理分区） １５０円／㎡

第３負担区（北西部処理区及び北東部処理分区） ２３０円／㎡

第４負担区（柳津東、柳津西、佐波及び高桑処理分区） ４２０円／㎡

第５負担区（市街化調整区域（注）） ２５０円／㎡

（注）市長が定める区域をいう。第１負担区から第４負担区までに含まれる区域を除く。



負担金納付例

５

平成３０年度に第５負担区の土地４００㎡が対象となった場合

徴収年度 一括納付 ５回分納 ２０回分納
（１年に４回（７、９、
１２、３月）納付）

平成３０年 100,000円 20,000円 5,000円×4回

平成３１年 － 20,000円 5,000円×4回

平成３２年 － 20,000円 5,000円×4回

平成３３年 － 20,000円 5,000円×4回

平成３４年 － 20,000円 5,000円×4回

負担金額 250円（第５負担区単価） × 400㎡ ＝ 100,000円



前納報奨金とは

現在の交付率

現在の全期前納交付率 ⇒ 約８．８５％

受益者が納期到来前の負担金納付額を一括納付した際
に、報奨金交付基準に基づき算出した額を前納報奨金とし
て負担金の早期納付を目的に交付しています。

６

例 負担金額が100,000円の場合 ⇒ 8,850円（8.85％）

一括納付する期間 交付率

１ 年 ３ ％

２ 年 ６ ％

３ 年 ９ ％

４ 年 １２ ％

５ 年 １５ ％



平成３０年度に負担金額100,000円が賦課され、
全期前納した場合の前納報奨金内訳

前納報奨金交付例

７

Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４

１期 － 300円
（5,000円
×6%）

450円
（5,000円
×9%）

600円
（5,000円
×12%）

750円
（5,000円
×15%）

２期 150円
（5,000円
×3%）

300円
（5,000円
×6%）

450円
（5,000円
×9%）

600円
（5,000円
×12%）

750円
（5,000円
×15%）

３期 150円
（5,000円
×3%）

300円
（5,000円
×6%）

450円
（5,000円
×9%）

600円
（5,000円
×12%）

750円
（5,000円
×15%）

４期 150円
（5,000円
×3%）

300円
（5,000円
×6%）

450円
（5,000円
×9%）

600円
（5,000円
×12%）

750円
（5,000円
×15%）

合計 ８，８５０円（８．８５％）



岐阜市の負担金収入状況

８

徴収
年度

調定額
（円）

収納額
（円）
（Ａ）

前納報奨
金額（円）
（Ｂ）

実納額
（円）

（Ａ－Ｂ）

現年度
収納率
（収納額／調定

額）

収納額に
対する
報奨金割合
（報奨金／収納

額）

Ｈ２３ 77,743,286 70,957,336 4,784,312 66,173,024 91.27％ 6.74%

Ｈ２４ 85,153,365 80,242,586 5,709,110 74,533,476 94.23％ 7.11%

Ｈ２５ 67,857,145 63,531,864 4,334,116 59,197,748 93.63％ 6.82%

Ｈ２６ 106,540,027 101,935,337 6,907,265 95,028,072 95.68％ 6.78%

Ｈ２７ 119,269,002 113,915,645 8,296,675 105,618,970 95.51％ 7.28%

Ｈ２８ 81,323,440 76,587,503 5,141,809 71,445,694 94.18% 6.71%

Ｈ２９ 108,180,594 103,695,754 7,727,944 95,967,810 95.85% 7.45%

各年度３月末実績



９

岐阜市の前納報奨金制度活用状況

前納報奨金交付者数一覧

賦課年度

賦課年度 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

負担金納付数
（人）（ａ）

1,230 1,378 1,147 1,682 1,527 930 1,607

納付年度終了まで
の利用者数（人）

（ｂ）

1,103
（実績）

1,254
（実績）

1,051
（実績）

1,564
（※）

1,392
（※）

866
（※）

1,475
（※）

※H26～H29はH30.8時点の利用者数
利用者数は賦課年度で計上



M/標準
M/標準

M/標準

前納報奨金採用状況

中核市４７都市調査
(回答なし２都市、負担金制度無し１都市)

採用している

採用していたが廃止

当初から採用せず

他都市の状況

１０

（平成２９年８月現在）

M/標準
M/標準

M/標準

M/標準
M/標準

M/標準

交付率の分布
（比較可能都市２７都市

＋報奨金無し１５都市）

16%～
12%～16%
8%～12%
4%～8%
0～4%
報奨金無し



① 前納報奨金制度は、利用率が高く、負担金の早期納付に
一定の役割を果たしている。
② 他の中核市を調査した結果、現在も前納報奨金制度を採
用している都市は６割以上ある。
③ 平成２９年度以降、都市計画税の賦課のない市街化調整
区域が受益者負担金の主な対象地となっている。
④ 上下水道事業の健全な経営的観点から、前納報奨金の
交付率を見直す余地がある。

今後の取り組みについて

１１

①制度は利用状況等を踏まえ継続
②交付率は見直しを検討



根拠法令内容（一部抜粋）

１２

都市計画法
（受益者負担金）
第７５条 国、都道府県又は市町村は、都市計画事業によつて著しく利益を受け

る者があるときは、その利益を受ける限度において、当該事業に要する費用の一
部を当該利益を受ける者に負担させることができる。

岐阜都市計画下水道事業受益者負担に関する条例
（総則）

第１条 岐阜市長（以下「市長」という。）は、この条例の定めるところにより、公共
下水道に係る下水道事業（以下「事業」という。）に要する費用の一部に充てるた
め、都市計画法（昭和43年法律第100号）第75条の規定に基づく受益者負担金（以
下「負担金」という。）を徴収するものとする。

参照１



前納報奨金根拠法令

１３

岐阜都市計画下水道事業受益者負担に関する条例施行規程

第9条 前条の規定により受益者が当該納期の後の納期（次年度以降に係る納

期を含む。）に係る納付額に相当する金額の負担金を納付した場合においては、
別表1又は別表1の2の報奨金交付基準に基づき算出した額を報奨金として交付
する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、これを交付しない。

(1) 報奨金の額が10円未満である場合

(2) 当該受益者の未納に係る負担金がある場合

(3) 国又は地方公共団体が受益者である場合

参照２



前納報奨金根拠法令（別表）

１４

一括納付する期間 対象額 交付率

1年 到来する納期の後の期間に納付すべき負担金相当額 6％

2年 当該期間に納付すべき負担金相当額 12％

3年 同上 18％

4年 同上 24％

5年 同上 30％

6年 同上 36％

7年 同上 42％

8年 同上 48％

別表１
昭和36年以前に施行した地域に係る受益者負担金前納報奨金交付基準

備考 １年を超え次年以降の負担金相当額を前納する場合の報奨金の額は各期間に対応する交付率を乗じて得た額の合計額とする。

一括納付する期間 対象額 交付率

1年 到来する納期後の期間に納付すべき負担金相当額 3％

2年 当該期間に納付すべき負担金相当額 6％

3年 同上 9％

4年 同上 12％

5年 同上 15％

別表１の２
昭和37年以降に施行した地域に係る受益者負担金前納報奨金交付基準

備考 １年を超え次年以降の負担金相当額を前納する場合の報奨金の額は各期間に対応する交付率を乗じて得た額の合計額とする。

参照３


